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研究成果の概要（和文）：本研究では、法的な立場からの議論と実際の商標の認知との齟齬を指摘した上で、言
語学の理論を応用した分析理論を提案した。その成果については、韓国において開催されたKorea-Japan Joint 
Seminar on Language and Lawというシンポジウムにおいて公表済みである。また、本研究チームは、特許庁よ
り提供を受けた2018年までの商標登録全データから検索システムを開発した。

研究成果の概要（英文）：In this study, we pointed out the discrepancy between the argument from a 
legal standpoint and the actual recognition of trademarks, and proposed an analytical theory that 
incorporates linguistic theories. The results of this research have already been reported in a 
symposium called Korea-Japan Joint Seminar on Language and Law held in Korea. The research team also
 developed a search system based on all trademark registration data provided by the Japan Patent 
Office up to 2018.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
研究成果となるデータベースの構築は、まだ完全な完成には至っていないが、モニターコーパスとして、今後も
継続的に情報の補完を行ってい区予定であり、このデータベースを利用していくことで、今後も本研究で焦点を
当てていた現象の解明に役立つことが予測される。それが、学術的・社会的意義を持つと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

本研究は、「枯渇（depletion）*」（*枯渇とは、特に言語表現との関連で言えば、商標として

登録されている言語表現の割合が高くなり過ぎて、新たに商標として登録しようとしてい

る言語表現がすでに登録されている商標と同一あるいは類似していない造語である可能性

が極めて限られてしまう状況をいう）という、商標に関わる知的財産研究の中で新たに浮上

した言語分析が大きく関わる問題に関して、コーパス言語学、語形成論、語用論、心理言語

学といった言語学の諸分野の理論を応用して同問題に関する我が国における現状を明らか

にする必要性を感じたことから研究プロジェクトを提案するに至った 

 

２．研究の目的 

本研究では、以下の研究上の問に答えることを目的としていた。 

（１）一般的に商標登録上、有利と考えられている頻出語と頻出姓について、我が国では言

語表現の枯渇が実際にどの程度起こっているのか。 

（２）法学における議論で展開されている枯渇問題の認識は正しいものなのか。 

（３）枯渇問題への対処として言語学的・法学的・実務的に適切な取り組みとはどのような

ものなのか。 

 

３．研究の方法 

前項の研究上の問について、本研究では以下の方法で研究を進めた。	

	①	 日本語コーパスで出現頻度の高い内容語、上位 1,000 語のそれぞれのレベルの言語表

現が、商標としてどの程度登録されているかについて、特許庁が公開している「特許庁

商標検索ガイド」などの商標データベースを利用して調査した。（前項の研究上の問(1)）	

	②	 枯渇は、人名を中心とした固有名詞について、出現頻度上位 1,000 語について、商標

としてどの程度登録されているかを、上述の商標データベースを利用して調査するた

めのリストを作成した。（前項の研究上の問(1)）	

	③	 ①および②で示された調査の結果をもとに、表現の組み合わせの理論的考察を語形成

論の立場から、消費者が当該商標をどのように認識するのかを言語心理学の立場から

実験を通して検討することによって、言語表現の枯渇という現象の現状を言語学的に

明らかにする予定であったが、コロナウイルスの影響で実験が行えなかったため、実現

しなかった。	

４．研究成果	

上記（１）については、先行研究に基づいて調査を行った。（２）と（３）については、法

的な立場からの議論と実際の商標の認知との齟齬を指摘した上で、言語学の理論を応用し

た分析理論を提案した。その成果については、韓国において開催された Korea-Japan	Joint	



 

 

Seminar	on	Language	and	Lawというシンポジウムにおいて公表済みである。また、本研究

チームは、特許庁より提供を受けた 2018 年までの商標登録全データで、それを元に、日本

語コーパス「中納言」における、上位３０００語の内容語を調査を本研究課題終了後も継続

して行っていく予定である。解析にあたっては、AI を用いた情報キュレーションサービス

を提供する Gunosy 社に依頼し、検索システムを開発しており、2019 年４月にプレスリリー

スも行われた。	

した。	
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